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2C20 製造プロセス 技術のスピルオーバ 一同化能力に 関する一考察 
一日本の産業 月 ロボット生成 期 をぬ y として 一 

0 北 冥 収 ( 野村総研 ) , 渡辺千切 ( 東工大社会理工学 ) 

1 . はじめに 

日本は、 製造技術に特徴を 持っているといわれるが、 日本のモノづくりを 支える産業に、 

産業用ロボット、 工作機械、 半導体製造装置などの 設備産業があ る。 これら産業の 製品は、 

製造現場で蓄積されてきた 技能の自動化装置でもあ るのだが、 とりわけ、 産業用ロボット 

は 、 その開発・生産や 利用において、 世界の中で群を 抜いた存在であ る。 

本稿では、 1970 年代から 1985 年までのロボット 技術生成明 1 に着目する。 欧米からのロ 

ボット技術導入に 端を発した技術のスピルオーバ 一において、 特に、 1973 年と 1979 年の 

2 度にわたる石油ショックを 引き金に、 ユーザー側は 少品種大量生産から 多種少量生産へ 

と漸進的な生産革新に 取り組んだ。 こうしたユーザ 一の製造プロセス 技術に対するロボッ 

ト ・メーカ一のスピルオーバ 一同化能力について 実証的に考察し、 競争力の源流を 明らか 

にする。 なお、 ロボットのユーザ 一については 自動車メーカー ( 溶接用・塗装用 ) 2 を念頭 

に置いている。 

2. 非連続的イノベーションの 伝播への適合 

技術はソフトウエアとハードウェアが 組み合わさった 状態として捉えられるが、 ロボット 

技術についても、 マニピュレータに 関わるハードウェアと 制御に関わるソフトウェアの 関 

係を意識しながら 考察する必要があ る。 

産業用ロボット 技術は、 特許を持つ米国から 技術提携や製品輸入を 通じて目木 ヘ スピル オ 

-@  / ベ -- してきたが、 国内で普及する 過程では大きな 技術的イノベーションの 伝播に適合す 

る必要があ った。 1 つは、 非連続的イノベーションというべき ME ( マイクロエレクトロニ 

クス ) 技術のスピルオーバ 一によるパラダイムチェンジであ り、 もう 1 つは、 ロボットを 

利用するユーザー 側での多種少量生産の 漸進的なイノベーション 3 のパラダイムチェンジで 

あ る。 前者はハードウエアに、 後者はソフトウエアに 強く影響を及ぼすが、 両者は相互に 

関連し合ってもいる。 

まず、 ME 技術、 即ち、 集積回路技術の 進歩は、 マイクロプロセッサやマイクロコンピュ 

ータ ( マイコン ) を出現させた。 1971 年に 4 ビット 長 、 1974 年に 8 ビット 長 、 Ⅰ 978 年に 

16 ビット長のマイクロプロセッサが 実用化された。 1970 年代は、 出現だけでなくその 後の 

性能 ( 命令実行速度、 動作速度、 演算またはバスデータビット 長 ) が、 年次経過に対し 指 

数関数的に向上した 時期でもあ った。 4 また、 高 集積化と反比例する 形でビット単価も 低下 

していった。 5 

，ロボット産業の 生成時期について、 1968 年～ 1980 年までを生成 期 、 1981 午 ～ 1985 年までを成長前期として 捉 
えている文献もあ る。 しかし、 本稿では、 産業としての 基盤は 1968 年～ 1985 年にかけて形成されたと 考える。 
2 1979 年までは自動車が 第 1 位の納入 先 であ った。 1980 年以降は電気機械器具製造業が 第 1 位を占めている。 
特に、 プリント基板への 部品を挿入・ 装着するための 数値制御ロボット (NC ロボット ) 等が導入されたためであ る。 
3 ポーターは、 日本の自動車メーカーは 製造プロセス 技術の 々  / ベータになったとみている ( ポーター [1])0 
4 楠 [2] を参考にした。 
5 例えば、 半導体メモりのビット 単価は、 1974 年に 1 円、 1980 年に 6 銭に下落した ( 産業学会編 [3]L 。 
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産業用ロボ ツド においては、 1 チップ CPU による座標演算機能のために、 それまで制御が 難し 

く機構が複雑であ った関節型ロボットの 操作が一気に 単純化した。 6 また、 電力制御用半導体素子 

製造技術とマイクロコンピュータ 関連技術の進歩によって、 パワートランジスタが 普及し、 サーボ モ 

一タの 大容量化、 小形化が実現し、 油圧式に代わる 電動化を加速させた。 制御装置は、 マイコン 

や IC メモり化によって、 複数のロボットを 使用する場合、 有機的に動作させるためにシステムとして 

の 制御を行なう 方向へ展開し 始めた。 

1977 年に安川電機は、 トランジスタドライブの DC サーボモータ、 制御装置に 8 ビット 

マイクロプロセッサを 採用した日本で 初めての電動ロボット ( アーク溶接用ロボット ) を 

製品化した。 1970 年代半ばの 8 ビットマイクロプロセッサ、 トランジスタドライプの 出現 

からあ まり遅れることなくスピルオーバー 効果として活かしている。 また、 川崎重工業は、 

スボット溶接用ロボットでは、 油圧式で市場、 ンエ アが高かったために、 電動化に出遅れた 

が 、 それでも開発要員の 傾斜的な再配分によってわずか 1 年足らずの期間で 電動ロボット 

を製品化した (1983 年 ) 。 このように、 非連続的なイノベーションであ った ME 技術に対 

して、 そのスピルオーバーを 吸収し、 ハードウエアに 同化させるまでに、 大きなタイムラ 

グが生じていない。 

8. ユーザ一の製造プロセス・イノベーションの 伝播への適合 

1970 年代に入って、 1973 年の第 1 次石油ショック、 1979 年の第 2 次石油ショックによって、 物 

価、 賃金が高騰 し 、 国際競争力を 維持するために、 生産性向上へのあ らゆる手段の 導入が強く要 

請された。 7 石油ショックによる 不況は、 日本の産業構造を 変えた。 プロダクトアウトから 市場の要求 

への対応 ( マーケットイン ) であ る。 

例えば、 自動車の生産方式では、 1970 年代後半から、 従来の同一車種大量生産から、 多種 少 

量 生産へと変わっていった。 8 しかもそのときどきの 市場の要求に 即応して車種間の 生産数量の調 

整を図るとなると、 - つのラインにボディの 形も大きさも 異なるいくつもの 車種を流す、 いわゆる汎用 

海流ライン 9 が生産性維持の 点から必要になってくる。 モデルチェンジに 当たっても、 旧モデルから 

新モデルへの 移行を同一の 生産ラインを 使って無駄なく 実現したいと 考えた。 このため、 設備投資 

は、 専用機から汎用性に 富むロボットへと 重点を移し、 フレキシブル な 生産体制の構築を 急いだ。 
  

ロボット技術生成 親 には、 スポット溶接用ロボット ( 油圧式 ) では川崎重工業、 塗装用ロボットでは 

神戸製鋼所が 高い市場シェアを 握った。 いずれも、 外国から技術導入しているが ( 川崎重工業は 

1968 年、 神戸製鋼所は 1973 年 ) 、 日本の自動車メーカ 一の要求・要望に 応えた外国オリジナル 

仕様ではない 実質的な国産化を 実現するのは、 川崎重工業 ( スポ 、 ソト 溶接用ロボ 、 ソト ) は 1976 年、 

神戸製鋼所 ( 塗装用ロボット ) は、 1983 年であ った。 

6 例えば、 1980 年代に入って、 多 関節ロボットの 複合極座標系の 理解しやすい 直角座標系への 座標変換演算処 

理はマイコンによって 初めて可能になった。 大容量デジタルメモりを 必要とする CP 制御にも IC メモりによって 対応 

できるようになった。 

7 1974 年、 第 1 次石油危機後の 狂乱物価に対し、 べースアップは 史上最高の 32.9% に達した。 
8 トヨタクラウンの 発注可能仕様 数 をみると、 1966 年の 322 種類から 1978 午には 101088 種類へとバリエーション 

化が図られている。 また、 現実に生産された 仕様の数と車両生産台数の 関係は、 1 仕様当たりの 生産台数は 11 台 
( トョタ の中の 4 ブランドのあ る 3 ヵ月間の生産 ) ときわめて少ない。 当時の自動車の 製品多様化については、 浅沼 
¥4] が詳しい。 
9 泥流生産は、 柔軟な生産計画による 市場の要求への 迅速な対応を 可能とし、 さらに生産設備への 過剰投資を防 
ぐ一つの方向を 示すものとなった ( 日産自動車 50 年 史 ) 。 
10 例えば、 マツダでは、 車体組立は 1970 年代～ 1980 年半ばをフレキシブル 対応 / 多 車種泥流と位置付けてい 

る ( マツダ技術技能吏 ) 。 
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ロボット・メーカーが、 ユーザー側の 製造プロセス 技術に適合するのには、 比較的長い時 

間を要している。 安川電機の場合も、 1960 年代後半から 既にロボット 事業の種が蒔かれて 

いたが、 用途を絞り込むのに 時間を要した。 

表 1 実質的な製品化に 至るまでに要した 期間 ( 産業用ロボット ) 

導入技術の国産化 日本初の電動ロボット 油圧からの電動化 
㎝ l 崎 2630 型 ) ( 安川モートマン ， Ll0) ㎝ l 府 EA65 型 ) 

製品化までの 期間 約 8 年 約 5 年 約 ⅠⅠ フ サ メヨ 

(1968 年 一 1976 年 ) (1972 年 一 1977 年 ) (1982  年 9 月一 1983  年 7 

制御に関わるソフトウエアは、 制御理論に基づいてマニピュレータを 動かすハードウエア 

に近い技術とユーザ 一の作業工程で 求められる機能を 最適化させる 適用技術に分かれる。 

当時の自動車の 同一生産ラインでの 泥流生産やモデルチェンジ 移行期の新モデル・ 旧 モデ 

かは 対応するには、 作業の状況を 細分化しⅠ つ 1 つ ヂ一タ として積み重ねて、 ロボットの 

最適な使い方 ( アプリケーション・ノウハウ ) を蓄積することが 極めて重要であ った。 ロ 

ボットが油圧式に 代わって電動化されていっても、 油圧式で蓄積された 適用技術はそのま 

ま 受け継がれた。 

ユーザ一の製造プロセス 技術は、 設計図面、 技術仕様書などの 文書に情報が 体化した情報 

技術として存在するものと 職業能力として 人間に体化した 人的技術として 存在するものか 

ら構成されている。 11 むしろ、 製造プロセス 技術には、 製品技術と比べると、 知識化しにく 

い 技能の部分が 多く含まれている ( 例えば塗装など 12) 。 しかも、 製造や品質に 対する考え 

方がユーザ一間で 微妙に異なる。 こうした点が 吸収・同化を 困難にさせている。 

4. メーカーとユーザ 一のインタラクション 

結果的には、 ロボット・メーカーが 自動車の製造プロセス 技術を吸収し、 同化させてスピ 

ルオーバー効果として 活かしたのであ るが、 その過程において ユーザ 一であ る自動車メー 

カーとの間で 濃密なインタラクションが 繰り返されている。 

1970 年代は故障のみならず 精度が十分でないことによる 作業ミスも多かった。 ロボット 

を納入した後でも、 不具合に対する 対応、 機能面での要求に 対する改善や 手直しが、 売り 

手 と買い手の垣根を 越えて行なれれている。 例えば、 川崎重工業では、 営業とは別に 適用 

技術者をユーザ 一に派遣して、 ユーザ一の生産技術担当者と 一体になってロボットシステ 

ムのエンジニアリンバを 実施している。 また、 トキコでは、 マツダ防府工場 (1982 年 ) へ 

の 塗装ロボット 納入に当たって、 担当者が 1 年半もの間常駐して、 ユーザー と 共同作業を 

行なっている。 13 こうして、 自動車の製造プロセス 技術に関する 特有の技術力 14 を着実に 習 

得し、 蓄積していった。 15 

一方、 ユーザ一であ る自動車メーカ 一においても、 ロボットのババやアークスタートなど 

の不具合で生産ラインが 止まるシステムダウンは、 原価低減と生産性向上のために 極力 少 

なくしたいところであ った。 製品設計においても、 ロボットの活用を 意識して、 従来電気 

11 ⅡⅦ [5 コは 、 技術を情報、 人間、 機械の固定的な 組み合わせ状態としている。 

12 塗装に比べて、 溶接の場合は 溶接工学があ るように、 知識化できる 部分が多いとみられる。 
13 マツダ・塗装技術部長嶺氏へのインタビュ 一調査 (2002 年 9 月 20 日 ) に基づいている。 

14 自動車ボディ 図の解読、 溶接工法や工場設備の 把握など。 

15 川崎重工業・ロボットビジネスセンター 前田氏へのインタビュ 一調査 (2002 年 7 月 31 日 、 9 月 17 日 ) 、 明石工場 

50 年 史ひ @ 重工業 ) などを参考にした。 
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や ガスで行なっていた 溶接をスポットに 変更したり、 車体構造をロボットに 適する設計に 

変えていった。 16 

ロボット・メーカーは、 「人間の作業をそのまま 吸収したい」。 自動車メーカーは 、 「ライ 

ンが 止まっては困る」、 「ラインを汎用的に 使いたい」という 車体組立ラインの 稼動率向上、 

生産性向上がインセンティブとなってロボット・メーカーへの 作業協力へ動いたと 考え ろ 

れる。 この時期、 ユーザーと共同開発を 行なうロボット・メーカーが 増加傾向をみせてい 

る。 17 売り手と買い 手がはっきり 分かれてしまうのではなく、 重複 し 合いながら入り 組み合 

って濃密なインタラクションが 繰り返され、 その結果、 協同的に問題解決が 図られていっ 

た 。 イ ンタラクションの 過程で情報共有が 促進され、 ロボット・ メ 一ヵ 一は 、 スピルオー 

バーした自動車の 製造プロセス 技術を同化させたのであ る。 

また、 日本では、 メーカー とニーザ 一の担当者も 水平的調整が 行なえる状況であ ったために、 同 

化のスピードが 速められ、 ロボットの導入も 進んだとみられる ( 米国では生産現場に 権 限を委譲す 

ることに懐疑的であ ったために日本に 先を越され、 導入も進まなかった ) 。 

5. おわりに 

ロボットのソフトウエアに 影響を及ぼすパラダイムチェンジであ った ユーザ 一の製造プ 

ロセス技術をスピルオーバー 効果として活かすのは、 ME 技術のそれと 比べても決して 容易 

でない。 しかし、 日本のロボット・ メ 一ヵ 一が 、 同化させて効果として 活かせたことが、 

今日の国際競争力を 築く大きな要因になった。 

IT ( 情報技術 ) が進展する 1990 年代以降の情報化社会では、 工業化社会での メ 一ヵ一 生 

導 型に代わって、 メーカー と ユーザーがインタラクションによって 主導するといわれる。 

しかし、 産業用ロボットの 生成明であ る 1970 年代～ 1980 年代前半に 、 既に 、 メ 一ヵ 一と 

ユーザ 一のインタラクションを 通じて協同的に 問題解決が図られている。 こうした関係は、 

技術的ではないが 1 つめ 制度的なイノベーションとみなすことができる。 

産業用ロボットは、 改善や改良を 重ねながら累積的な 成果を生み出し、 自己増殖的に 発展 

してきたのであ るが、 その源泉ともいえるメーカー・ユーザ 一間のインタラクションによ 

るスピルオーバー 効果について、 次の段階では、 技術ストックに 基づくコスト 関数を用い 

て計量的に分析していきたい。 
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